
【様式１】
令和　　年　　月　　日


山梨県知事　長崎　幸太郎　殿


所在地　
名称　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印



参加申込書



「令和８年度SNS動画を活用した山梨県の魅力発信業務委託」に係る企画提案公募に参加いたしたく、必要書類を提出します。


１　企画提案者の概要
別紙のとおり

２　添付書類
・　誓約書、役員名簿（様式２－１・２－２）
・　財務諸表（直近２期分）※　損益計算書、貸借対照表、附属明細表
・　会社概要（パンフレット等）
・　都道府県税納税証明書（県税に未納がない旨の証明書）　※都道府県で交付される様式
・　国税納税証明書（その３の３）　※税務署で交付される様式
・　履歴事項全部証明書（写し可）　※書類受付日から3ヶ月以内に発行されたもの
・　資本関係・人的関係等に関する調書（様式３）


【様式１ 別紙】

１　企画提案者の概要
	



企画提案者
	会社名

	


連絡担当
者
	所属（部署）


	
	
	
	役職・氏名


	
	所在地　〒○○○－○○○○

	
	

	
	
	
	電話番号（内線）


	
	ホームページアドレス

	
	電子メールアドレス




	設立年月日
（西暦表記）
	
	資本金（百万円）
	

	売上金（百万円）
	
	従業員数（人）
	

	山梨県との契約を行う事業所
（商号又は名称、所在地、代表者の役職・氏名）
	※上記と同じ場合は記入不要
	関連会社
	





２　類似事業の経験や専門知識等※この四角と説明文は、提出時には削除して結構です。
審査の視点と留意点を踏まえ、この項目について１ページ以内で記載してください。
図表の掲載や参考資料の添付も可能です（参考資料はこの項目でＡ４サイズ２ページ以内としてください。）。

【審査の視点】
・　本事業に関連する専門知識やノウハウ等の蓄積があるか。
・　本事業に類似する業務の実施経験があるか。
【留意点】
・　契約書、業務仕様書、審査の基準を踏まえて記載してください。
・　過去の実績については、差し支えのない範囲でできるだけ具体的に記載してください。













３　事業実施能力・体制※この四角と説明文は、提出時には削除して結構です。
審査の視点と留意点を踏まえ、この項目について１ページ以内で記載してください。
図表の掲載や参考資料の添付も可能です（参考資料はこの項目でＡ４サイズ２ページ以内としてください。）。

【審査の視点】
・　コンプライアンスや情報管理を適確に行い、本事業を確実かつ効果的に実施する体制を備えているか（他社との連携体制を含む）。
【留意点】
・　契約書、業務仕様書、審査の基準を踏まえて記載してください。
・　一部業務の再委託や他社との連携を予定する場合は、委託先、連携先企業との役割分担なども含め、実施体制の全容がわかるよう記載してください。

























【様式２－１】
誓　　　　約　　　　書


令和　　年　　月　　日

山 梨 県 知 事　　殿



所在地　
名称　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
生年月日　



私は、次の事項について誓約します。
なお、県が必要な場合には、山梨県警察本部に照会することについて承諾します。
また、照会で確認された情報は、今後、私が県と行う他の契約等における身分確認に利用することに同意します。

１　自己又は自社の役員等が、次のいずれにも該当する者ではありません。
（１） 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）
（２） 暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
（３） 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用している者
（４） 暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど、直接的若しくは積極的に暴力団の維持・運営に協力し、又は関与している者
（５） 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者
（６） 下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が上記（１）から（５）までのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結している者
２　１の（２）から（６）に掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人ではありません。


【様式２－２】
役　員　名　簿

　　　令和　　年　　月　　日現在の役員
	役　職
	氏　名
	氏名のふりがな
	性　別
	生年月日（西暦表記）

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	



１　本様式を山梨県が山梨県警察本部に照会することについて異議ありません。
２　虚偽の記載等を行った場合には、参加資格の取消並びに契約の解約等がなされても異存ありません。

令和　　年　　月　　日

住　所

氏　名（会社の名称及び代表者名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

· この名簿には、登記簿謄本の「役員に関する事項」に記載されている役員（監査役を除く）を記入してください。









【様式３】
資本関係・人的関係等に関する調書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

所在地　　　
商号又は名称      
代表者　　　　　　　　　　　　　　　㊞





申請日現在、資本関係・人的関係等は次のとおり相違ありません。


１　資本関係に関する事項
①　会社法第２条第４号の規定による親会社等は、次のとおりです。
	商号又は名称
	所在地
	代表者氏名

	
	
	



②　会社法第２条第３号の規定による子会社等は、次のとおりです。
	商号又は名称
	所在地
	代表者氏名

	
	
	

	
	
	



③　①に記載した親会社等を同じくする他の子会社等（自社を除く。）は、次のとおりです。
	商号又は名称
	所在地
	代表者氏名

	
	
	

	
	
	

	
	
	



２　人的関係に関する事項
　　役員（管財人を含む）の兼任の状況は、次のとおりです。
	当社の役員等
	兼任先及び兼任先での役職

	役職
	氏名
	商号又は名称
	役職

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	




（備考）
　　　1.　この調書は、資本関係・人的関係の有無に関わらず提出してください。
　　　2.  該当がない事項については、その欄に「該当なし」と記載してください。
3.  ①、②欄は、申請者から見た関係（「親会社」、「子会社」、「親会社を同じくする子会社」等）を記入してください
　　　4.　記入欄が不足する場合は、適宜記入欄を追加してください。

○　資本関係又は人的関係がある者の同一案件への参加制限の基準

当該公募案件に参加しようとする者の間に以下の基準のいずれかに該当する関係がないこと。

１ 資本関係

以下のいずれかに該当する二者の場合。

（１）　子会社等（会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第３号の２に規定する子会社をいう。（２）において同じ。）と親会社等（同条第４号の２に規定する親会社等をいう。（２）において同じ）の関係にある場合

（２）　親会社等を同じくする子会社等同士の関係にある場合

２ 人的関係

以下のいずれかに該当する二者の場合。但し（１）については、会社等（会社法施行規則（平成１８年法務省令第１２号）第２条第３項第２号に規定する会社等をいう。以下同じ。）の一方が民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２条第４号に規定する再生手続きが存続中の会社等又は更生会社（会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第２条第７項に規定する更生会社をいう。）である場合を除く。

（１）　一方の会社等の役員（会社法施行規則第２条第３項第３号に規定する役員のうち、次に掲げる者をいう。以下同じ。）が、他方の会社等の役員を現に兼ねている場合

ア．株式会社の取締役。ただし、次に掲げる者を除く。
①会社法第２条第１１号の２に規定する監査等委員会設置会社における監査等委
員である取締役
②会社法第２条第１２号に規定する指名委員会等設置会社における取締役
③会社法第２条第１５号に規定する社外取締役
④会社法第３４８条第１項に規定する定款に別段の定めがある場合により業務を遂
行しないこととされている取締役
イ．会社法第４０２条に規定する指名委員会等設置会社の執行役
ウ．会社法第５７５条第１項に規定する持分会社（合名会社、合資会社又は合同会
社をいう。）の社員（同法第５９０条第１項に規定する定款に別段の定めがある
場合により業務を遂行しないこととされている社員を除く。）
エ．組合の理事
オ．その他業務を遂行する者であって、ア．から エ．までに掲げる者に準ずる者

（２）　一方の会社等の役員が、他方の会社等の民事再生法第６４条第２項又は会社更生法第６７条第１項の規定により選任された管財人（以下単に「管財人」という。）を現に兼ねている場合

（３）　一方の会社等の管財人が、他方の会社等の管財人を現に兼ねている場合


【様式４】

企画提案に関する質問書
令和　　年　　月　　日


住所
名称


	【質問項目】


	【質問内容】



※　質問の先頭には、「企画提案募集要項」、「仕様書」等の別とページ及び項番等を明示してください。
※　質問が複数ある場合には、上記記入欄を複製してください（データファイルは１件として、複数ページに記載）。
※　受け付けた質問とそれに対する回答は、原則として参加資格審査により選定された全ての企画提案者（参加申込書に記載された連絡担当者の電子メールアドレス）へ送付します。











【様式５】
令和　　年　　月　　日
　

山梨県知事　長崎　幸太郎　殿　


住所　
名称　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印




令和８年度SNS動画を活用した山梨県の魅力発信業務
企画提案書



令和８年度SNS動画を活用した山梨県の魅力発信業務委託に係る企画提案書類を提出します。



【提出書類等】
・　企画提案書（様式５－１）
・　見積書（積算内訳の記載があるもの）













【連絡先】
部署
氏名
電話番号
メールアドレス




【様式５－１】表紙


令和８年度SNS動画を活用した山梨県の魅力発信業務に
係る企画提案公募


企画提案書






















提案者　　　　　　　　　　　　　　　　　　




○　様式５－１作成上の留意点
【記載内容】
・　次のページに記載した１から６の項目について記載してください。１から６の項目について記載したうえであれば、企画提案に必要なそのほかの内容について記載することも可能です。
・　審査会は、企画提案書がどの企画提案者のものかが審査員に分からないように運営いたします。このため、表紙（前のページ）以外には、企画提案者の名称やロゴマーク等企画提案者が特定できる情報を記載しないでください（添付資料も含む）。
・　プレゼンテーション審査の際には、この様式４－１の資料（表紙を除く）で説明いただきます。

【体裁・ファイル形式】
・　フォントや書式は自由に設定して結構です。横型・横書きで作成してください。ページサイズはＡ４版としてください（Ａ３版その他のサイズは認めません）。
・　このワードファイル以外のファイル形式で作成しても結構です。ただし、ご提出いただく電子データは、ワード（.docx）、エクセル（.xlsx）、パワーポイント（.pptx）、ＰＤＦ（.pdf）のいずれかとしてください。
・　提出いただく様式５－１の表紙、添付資料および見積書の紙面は、片面印刷にて、ホチキス止め・製本はせず、クリップ止めにて提出してください。両面印刷にはしないでください。
　　なお、審査委員資料作成時に、事務局にて提出資料（Ａ４）長辺上部にパンチ穴あるいはホチキス止めをしますので、紙面・電子データとも適切に余白を入れていただくことが望ましいです。

【添付資料】
・　図表の掲載や参考資料の添付も可能です（体裁やファイル形式の指定は上記と同じ）。

【ページ枚数の制限】
・　様式５－１は添付資料と合わせて２４ページ以内で作成してください（様式５－１の表紙及び見積書を除く）。添付資料には、一見してわかるよう、ページ番号を入れてください。

【その他】
・　次のページに記載してある四角で囲まれた説明文及びこのページは、提出時には削除して結構です（次ページ様式での資料提出を求めるものではなく、「体裁・ファイル形式」に従って、次ページの内容を記載いただいた資料を御提出ください）。




１　業務概要
企画提案の要旨をご説明ください。
審査の基準「（１）ア」を踏まえてご記載ください。




２　業務実施内容
業務仕様書「４」の委託業務について、企画提案内容をご説明ください。

（１）動画コンテンツの企画・作成
審査の基準「（１）イ（ア）」を踏まえてご記載ください。
企画・作成方針、業務実施に係る計画案（実施概要、スケジュール等）、現アカウントへの理解度並びにその進化・発展につながる提案、アカウントの求心力を高めるためのライブ配信企画案をご記載ください。

（２）アカウントの運用
審査の基準「（１）イ（イ）」を踏まえてご記載ください。
アカウント運用方針、動画公開後の対応に対する考え方、業務実施の想定をご記載ください。
なお、効果測定（業務仕様書「４（２）イ（エ）」）に関する部分は下にある別項（「４」）への記載として構いません。

（３）SNS広告
審査の基準「（１）イ（ウ）」を踏まえてご記載ください。
動画プロモーションの手法として適切かつ合理的なものであることをご記載ください。

（４）視聴者の行動変容を促す企画
審査の基準「（１）イ（エ）」を踏まえてご記載ください。
継続して視聴者の行動変容を促しうる企画をご記載ください。

















３　業務実施計画工程表等により、本業務の実施スケジュールや実施手順についてご説明ください。
審査の基準「（１）ウ」を踏まえてご記載ください。





４　評価指標（ＫＰＩ）事業の実施に関するＫＰＩについて、設定項目や目標値、そこに向けた効果検証に関する考え方についてご説明ください。
業務仕様書「４（２）イ（エ）」、及び、審査の基準「（１）エ」を踏まえてご記載ください。






５　業務実施体制実施体制図、作業要員一覧などにより、業務の実施体制についてご説明ください。
企画提案者名が分からないようにご記載ください。
担当者の役職や氏名は記載可能です。この際、主要な担当者については、本業務実施に際しての十分な知識・技能・過去の従事経験をご記載ください。
他社再委託予定がある場合は、その業務内容を明示してください。
審査の基準「（１）オ」を踏まえてご記載ください。








６　過去の実績・類似する業務の経験・専門知識[bookmark: _Hlk190340472]提案者の過去の実績・類似する業務の経験・専門知識についてご説明ください。
審査の基準「（１）カ」を踏まえてご記載ください。






[bookmark: _Hlk190340495]※　参加申込書は企画提案審査の審査対象といたしません。このため、参加申込書にご記載いただいた内容であっても、企画提案に必要なものはあらためてこの様式に記載してください（企画提案者が特定される情報を除く）。

【様式６】

辞　退　届　出　書


令和　　年　　月　　日


山梨県知事　長崎　幸太郎　殿


所在地　

商号又は名称　

代表者職氏名　


令和８年度SNS動画を活用した山梨県の魅力発信業務委託に係る企画提案公募について、参加を辞退します。













　　　　　　　　　　　　　　　　　電　話　
　　　　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ　
　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｅ-mail　
　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者名　

